
令和８年度高知県公立小・中学校（義務教育学校及び高知市立高知特別支援学校

を含む。）及び高知県立学校（高知商業高等学校定時制を含む。）教頭任用候補

者選考審査取扱要項

１ 目的

この選考審査は、令和８年度の高知県公立小学校及び中学校（義務教育学校及び高知市立高

知特別支援学校を含む。以下「小・中学校」という。）並びに高知県立学校（高知商業高等学

校定時制を含む。以下「県立学校」という。）の教頭任用候補者を選考することを目的とす

る。

２ 管理職に求める資質・能力

(1) 教育に対する強い使命感と情熱。

(2) 先見性と幅広い視野、高い識見をもち、新たな課題や変革に挑む積極性と行動力。

(3) 学校経営に対する確かなビジョンをもち、健全な組織として機能する学校にするための組

織マネジメント力。

(4) 管理職としての自覚をもち、服務管理の徹底及び非違行為の根絶に向けた指導ができる能

力。

(5) 教職員の負担軽減や学校の業務改善を図る取組を推進し、限られた時間の中で最大の教育

効果を発揮できるよう、働き方改革に積極的に取り組む姿勢。

(6) 子育てに関する休暇制度等の周知をはじめ、子育て世代の教職員が安心して子どもを生み

育てられる職場環境づくりに積極的に取り組む姿勢。

(7) 地域との連携・協働に積極的に取り組む意欲。

(8) 教職員の意欲を引き出し、組織的かつ計画的に人材を育成するとともに、風通しの良い職

場をつくることができる能力。

(9) 災害発生時や緊急時の組織的対応等、危機管理能力。

３ 選考審査の対象者

次の(1)の①から⑤までのいずれかに該当する者（高知県教育委員会が任命権者として公立学

校教職員に採用した者に限り、再任用職員を除く。）であって、次の(2)の①又は②のいずれか

に該当するもの（令和８年４月１日現在の年齢が小・中学校を受審する者にあっては３８歳以

上、県立学校を受審する者にあっては４３歳以上に限る。）とする。

(1) 対象者

① 高知県内の公立学校の指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、事務職員、実習助手、寄

宿舎指導員、学校栄養職員その他の学校に置かれる職に在る者（国立大学法人高知大学の

附属学校園にあっては教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、事務職員その他の高知県教育長

が認める職に在る者とし、県外人事交流及び在外教育施設派遣中の者を含む。）

② 高知県内の市町村（学校組合）教育委員会の事務局若しくは教育機関（学校を除く。以下

同じ。）又は文部科学省が所管する独立行政法人若しくは当該独立行政法人が設置した施設

（国立室戸青少年自然の家、国立大洲青少年交流の家その他の施設をいう。）（以下「独立

行政法人等」という。）に勤務する職員（３の(1)の③に該当する者を除く。）

③ 高知県内の市町村（学校組合）教育委員会の事務局若しくは教育機関又は独立行政法人等

に勤務する職員のうち「高知県公立学校管理職等任用候補者特別選考審査取扱要項」で定め

る対象者

④ 高知県内の市町村（学校組合）職員のうち、３の(1)の②に掲げる者と同等の職歴を有す

ると高知県教育長が認める者

⑤ 高知県教育委員会の事務局若しくは教育機関、高知県の本庁若しくは出先機関又は高知

県知事の所管する団体に勤務する者（高知県教育長が教頭に相当すると認める職に令和

８年３月末で通算して２年以上在職する者を除く。）



(2) 要件

① 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）による教諭の普通免許状を有する者であ

って、令和８年３月末で小・中学校若しくは県立学校の、次のアからオまでに掲げる職

（次の②において「教育に関する職」という。）のいずれかに５年以上在るもの又はそれ

らの職に通算して５年以上在るもの

ア 指導教諭又は教諭若しくは講師（常勤勤務の者に限り、臨時的任用職員を除く。）

イ 養護教諭又は栄養教諭

ウ 事務職員（単純な労務に雇用される者を除く。）

エ 実習助手又は寄宿舎指導員

オ 学校栄養職員（学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第７条に規定する職員の

うち栄養教諭以外の者をいい、同法第６条に規定する施設の当該職員を含む。）

② 小・中学校若しくは県立学校の教育に関する職に１０年以上在る者又はそれらの職を通

算して１０年以上在る者

４ 選考審査の区分

３の(1)のうち、①、②又は④に掲げる者を対象とする選考にあっては一般選考審査によるも

のとし、③又は⑤に掲げる者を対象とする選考にあっては別に定める特別選考審査によるもの

とする。

なお、一般選考審査は、「推薦制」及び「志願制」により、特別選考審査は、「志願制」に

よるものとする。

５ 出願手続等

１ 推薦制

(1) 推薦手続

市町村（学校組合）教育長、教育事務所長、県立学校長及び国立大学法人高知大学の附属

学校園長は、教頭としてふさわしい者を高知県教育長に推薦するものとする。なお、推薦目

安数及び推薦期限並びに推薦書の様式については、別途通知する。

また、高知県教育委員会事務局より推薦を行う場合がある。

(2) 推薦後の手続

ア 高知県教育長は、８月上旬までに、該当者に推薦があったことを通知し、所属長を通じ

て選考審査の受審を促すものとする。なお、被推薦者は、これを辞退することも可能とす

る。

イ 選考審査の受審を受諾した被推薦者は、次の書類を所属長を通じて提出するものとする。

① 選考審査願書

② 自己評価書

※昨年度まで提出を求めていた課題論文については廃止し、代わりに自己評価書を提

出するものとする。自己評価書については、面接資料とし、審査の対象外とする。

ウ ５の１の(2)のイにより願書等の提出を受けた所属長は、市町村（学校組合）立学校等

の職員にあっては市町村（学校組合）教育長を経由し、その他にあっては直接、高知県教

育委員会事務局教職員・福利課長あてに、次のエの提出期限までに進達するものとする。

エ 提出期限

令和７年８月２６日（火）

２ 志願制

(1) 選考審査への出願は、小・中学校又は県立学校のいずれか一つに出願するものとし、出願

に当たっては、次の書類を所属長に提出するものとする。

ア 選考審査願書

イ 課題論文

(2) 昨年度実施の選考審査において、第二次審査を受審した者で任用候補者名簿（７の（2）

に規定するものをいう。以下同じ。）に登載とならなかった者については、本年度実施の選



考審査に限り第一次審査を免除し、第二次審査から受審するものとする。

この場合は、次の書類を所属長に提出するものとする。

ア 選考審査願書

イ 自己評価書

※昨年度まで提出を求めていた課題論文については廃止し、代わりに自己評価書を提出す

るものとする。自己評価書については、面接資料とし、審査の対象外とする。

なお、昨年度実施の選考審査において任用候補者名簿に登載された者は、本年度実施の

当該審査への出願は要しない。

(3) ５の２の(1)により願書等の提出を受けた所属長は、市町村（学校組合）立学校等にあっ

ては市町村（学校組合）教育長を経由し、その他にあっては直接、高知県教育委員会事務局

教職員・福利課長あてに、次の(4)の提出期間に進達するものとする。

(4) 提出期間

① 一般選考審査：令和７年８月１日（金）～２６日（火）

② 特別選考審査：所属長あて別途通知する。

６ 所見書の提出

(1) 高知県教育長は、選考審査の出願者（昨年度実施の選考審査において任用候補者名簿に登

載された者のうち、所見書の提出時までに教頭又は主幹教諭に任用されていない者を含む。）

について、市町村（学校組合）立学校等の職員にあっては市町村（学校組合）教育長及び所

属長に、その他にあっては所属長に、それぞれ所見書の提出を求める。

なお、被推薦者に係る所見書は推薦書（当該被推薦者を推薦した者が作成したものに限

る。）で代替する。

(2) 所見書の様式及び提出期限については別途通知する。

７ 一般選考審査

選考審査は、次の(1)及び(2)により実施する。また、審査結果の有効期間は次の(3)のとおり

とする。

(1) 第一次審査

出願時に提出された課題論文及び所見書の評価等により総合的な選考を行い、「第二次審

査対象者」を決定する。

なお、推薦制による受審者及び昨年度実施の選考審査において、第二次審査を受審した者

で任用候補者名簿登載とならなかった者は第一次審査を免除する。ただし、この場合であっ

ても、出願手続（選考審査願書及び自己評価書の提出）は行う必要がある。

(2) 第二次審査

第二次審査対象者（推薦制による受審者及び昨年度実施の選考審査において、第二次審査

を受審した者で任用候補者名簿登載とならなかった者を含む。）に対し１０月下旬から１１

月にかけて面接審査を実施する。

なお、面接審査の日時及び会場は、１０月中旬に、市町村（学校組合）立学校等の職員に

あっては市町村（学校組合）教育長及び所属長を経由し、その他にあっては所属長を経由し、

受審者に別途通知する。

第二次審査を受審した者のうちから、面接審査の結果及び所見書の評価、勤務実績等によ

る総合的な選考を行い、任用候補者名簿に登載される者（以下「任用候補者名簿登載者」と

いう。）を決定する。

(3) 審査結果の有効期間

本年度実施の選考審査における任用候補者名簿登載者のうち、令和８年度内に任用されな

かった者の審査結果は、令和１０年３月末日まで有効とする。（該当者については、令和８

年度実施及び令和９年度実施の当該審査への出願は要しない。）



８ 主幹教諭への任用の特例

教頭の任用候補者名簿登載者であって、３の(2)の①に該当する者として受審したものは、主

幹教諭に任用されることがある。

なお、主幹教諭に任用された場合、１年以上の勤務を経て、以後教頭任用の資格を有するもの

となる。その後の教頭任用に当たっては、当該者の意向確認をしたうえで、所見書、人事評価等

による総合的な選考を行い、任用の判断を行う。

９ その他

１から８までに規定するもののほか、教頭任用の選考の取扱いについては、次のとおりとす

る。

(1) 高知県教育委員会の事務局若しくは教育機関、高知県の本庁若しくは出先機関又は高知県

知事の所管する団体に勤務する職員のうち、高知県教育長が教頭に相当すると認める職に令

和８年３月末で通算して期間が２年以上在る者については、教頭任用の対象とする。

(2) 高知県内の公立学校の主幹教諭として１年以上の勤務を経て教頭任用の資格を得た者につ

いては、所属長あて別途通知する。

(3) 任用候補者名簿登載者に対して任用前研修を行う。

(4) 任用に当たって、受審した校種と異なる校種に任用される場合がある。


